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はじめに
 

新型コロナウイルスによるパンデミック後（明確に
は今も継続中とも考えられる）に事業を再開する場合、
会社は自社と従業員を守るため、今まで以上の対応に
追われることになる。今も第２波の可能性が懸念され
る状況ではあるものの、ロックダウンや外出制限の解
除により従業員が職場に戻るにあたり、会社は職場環
境を整えるために数多くの事項を考慮する必要がある。

本稿では、会社が事業再開のために必要となる対
応を検討するにあたり、参考となるいくつかの法的事
項を紹介する。経済再開に関しては、各国が自国の状
況に照らし合わせ、それぞれの法的体系に基づき、お
のおのの方法を実施している。このため本稿ではすべ
ての国を網羅する法的分析はしないが、多くの国に共
通する事項を紹介することによりJOI会員の皆様に有
用な情報を届けることができたら幸いである。以下で
は具体例として米国でのガイダンスや運用を多く取り
上げるが、各事項に関するルールや対応方法は当然の
ことながら国によって異なる。しかし、どの国の会社
も同じ事項に向き合う場合も多く、そのような共通事
項を検討のスターティングポイントとして参考にされ
たい。注3

事業再開へのプロセス
  

各会社の事業再開計画は、その会社の特性や状況
に合わせ独自の計画が立案されるべきである。計画立
案において考慮すべき主たる要素としては、会社の所
在地、一箇所に密集する従業員数、職場での適切な
ソーシャルディスタンスの確保、公共交通機関の利用
状況などが含まれる。さらに、関連する地域当局によ
る推奨、ガイドライン、命令などが日々新たに発表さ
れつつある現在の状況に適切に対応できるような柔軟

性を持たせることも重要となる。
地域当局のガイドラインの例をあげるとすると、米

国マサチューセッツ州では、４段階での事業再開の実
施を発表している。再開するには、いくつかの要素が
確立されている必要があり、そのために会社が使用で
きるテンプレートも州が提供している。一例としては
以下のようなものがある。

• 順守証明：会社は管理計画を策定し、特定のチェッ
クリストに署名することで職場において安全措置を
実践していることを証明しなければならない。署名
済みチェックリストは、職場内で従業員と来客の両
者から見える場所に展示される必要がある。

出所：Commonwealth of Massachusetts（Compliance Attestation Poster 
– page 2）

※これらの資料はすべてイメージをつかんでいただく一例としてご参考まで
に掲載しております。
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• 職場ポスター：上記に対応し、職場におけるソー
シャルディスタンス、衛生手順、清掃と消毒に関す
る規定を説明したポスターを職場内に掲示する必要
がある。

企業側から考える法的事項 

事業を再開し、従業員が職場に復帰するにあたり、
幾つかの法的事項を以下のとおりあげる。

１．会社は従業員が職場に入る前に新型コロナウイル
スの検査を実施することはできるか？

会社が従業員に対し医療検査を強制することは、業
務上必要であることが認められない限り、多くの場合
は法令上禁止される。ただし、職場において衛生上ま
たは安全上の直接的な脅威がある場合は、会社が従業
員に対し医療検査を実施することが認められる場合が
多く、今回、新型コロナウイルスは直接的な脅威であ
ることを世界保健機関（WHO）やアメリカ疾病予防
管理センター（「CDC」）が認めていることを考えると
医療検査の必要性は認められることと思われる。

ただし、たとえば体温チェックは職場における安全
性を担保するものではなく、発熱は新型コロナウイル
スの症状のひとつとされるが、発熱を伴わない新型コ
ロナウイルス感染も多い研究結果も出ている。体温
チェックをすることで、逆に従業員に安心感を与えて
しまい、本来であればすべき用心を怠る原因となって
はいけないことを考えると体温チェックのみでは安全
性を確保したことにはならない。

また、会社が従業員に対しどのような検査を実施す
ることが法律上許容されるかを把握することも重要で
ある。仮に米国においては体温チェック、健康に関す
る質問票とウイルス検査は認められているが、「障害を
もつアメリカ人法（ADA法）」上、従業員の職場復帰
のために会社が抗体検査を求めることを認めないこと
を米国雇用機会均等委員会が判断している。

この分野は日々目まぐるしく指針や法令が変化して
いるため、常に最新情報を確認されたい。

２．従業員に新型コロナウイルス感染症状の出現や
検査での陽性反応が認められた場合、会社に報
告することを義務付けることはできるか？

職場の安全性を確保する観点から、従業員に新型コ
ロナウイルスの症状が出始めた場合、または検査で陽
性反応が認められた場合、上長に報告を義務付けるこ
とができる。そのような場合には、当該従業員は出勤
せずに会社に対して電話やメールによって報告するよ
うに指示すべきである。会社は、新型コロナウイルス
の症状がある従業員に対しては、外出ができる状況に
なるまで（仮に米国においては、医療機関からの外出
許可が下りるか、医療行為を受けずに平熱に戻ってか
ら何ら症状が出ず３日経過後であり、かつ最初に症状
が出てから10日以上経過）自宅にとどまるよう指示す
べきである。

３．会社は自社の建物や施設への入館に関し、体調
が悪い来客を断ることはできるか？

従業員の安全を守るためにも、職場への来客が健康
であることを確認することは合理的で、この状況下に
おいては必要と思われる。一例としては、建物の入口
に次のようなポスターを設置し、健康状態に心配のあ
る来客を制限する方法を取ることも検討すべきと思わ
れる。

出 所：Commonwealth of Massachusetts（Employer and Worker 
Poster）
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４．会社は自社の建物や施設に入館する人に対し、書
面にて事前の権利放棄（感染した場合でも会社
はいかなる義務を負わないという趣旨）に合意さ
せることは可能か？

多くの国において書面における事前の権利放棄の効
力は限定的であり、将来的に確実に損害賠償請求から
免れるということにはなりにくい。特に会社と従業員
のパワーバランスの差から、従業員に求める権利放棄
は多くの場合、法的執行力はないとされる。また、顧
客から書面における事前の権利放棄への合意を取得し
たとしても、会社への当局による執行措置や重過失に
よる訴訟を免れることはできず、また、ビジネスの観
点からは権利放棄への合意を求める行為によって顧客
に不信感を与える可能性も否定できない。

代替手段として健康に関する質問票を使用すること
は、多くの企業にとって権利放棄より有益であると考
えられる。質問票は作成側と回答側とのコミュニケー
ション手段のひとつとして働き、会社は法令への順守
や安全対策への取り組みを伝えることができる。同時
に従業員や訪問客に対する健康チェックができること
から、会社が職場の安全衛生を維持するために必要な
措置を取っていることも示すことができる。

会社や従業員を守るためには安全な職場環境を維持
することに勝るものはない。地域の命令、規制、ガイ

ダンスを確実に順守することが紛争になった際に会社
を守る最大の防御策と言えよう。

５．従業員は出社を拒否することができるか？
一般的には、職場が安全ではないかもしれないとい

う理由だけでは従業員は出社を拒否することはできな
い可能性が高い。職場に切迫した危険が見受けられな
い限り、出社拒否は解雇を含む懲戒処分の対象となり
得るが、まずは会社として従業員の出社拒否の理由詳
細を把握すべきであろう。従業員の年齢や健康状態か
ら高いリスクが認められるならば、出社拒否に合理性
があることも考えらえる。特に、新型コロナウイルス
に関しては今までにない状況であることから、対応に
関しては慎重にすべきと思われる。

米国においては労働安全衛生法（OSH Act）の一
般義務条項で、「各雇用主は従業員に対し、深刻な身
体的危害をもたらす可能性のある危険が存在しない雇
用条件および職場を提供する」ことを規定している。
一般義務条項への違反があったと判断され得る基準と
しては、次の４つがある：①危険が存在する、②会社
またはその業界が当該危険を認識している、③当該危
険が死亡または重大な傷害を引き起こす可能性が高
い、④当該危険を排除・軽減するための実行可能な手

出所：Delaware Health and Social Services

出所：Illinois Department of Public Health
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段が存在する。 新型コロナウイルスは一般に認識さ
れている危険である可能性が高いため、会社は危険を
排除または軽減するための合理的な措置をとる必要が
ある。

会社としては地域のガイドラインを順守し、そのう
えで個別の状況を鑑み、従業員が出社を拒否すること
が許容されるかを検討することが求められる。

６．プライバシー法に関して考慮すべき点は？
従業員に対し体温チェックや健康状態に関する質問

票を実施する場合、これらの情報は機密情報として取
り扱い、地域に適用されるプライバシー法を順守する
必要がある。 

７．差別的行為に関して考慮すべき点は？ 
どの従業員を職場復帰させるか、そのタイミング、

また、解雇した従業員の再雇用を検討する際など、多
くの場面で、会社に適用される差別禁止に関する法令
を順守する必要がある。米国であれば、連邦、州、地
域レベルで差別に関する規制があり、これには雇用法
における差別禁止条項、ADAの差別禁止条項、1964
年公民権法第7編（雇用差別の禁止）が含まれる。

同様に一部の従業員だけに限定して検査を実施する
ような場合、その選定は業務上の理由からであって何
ら差別的な要素を含んではならない。たとえば、顧客
と接する業務を担当する従業員に対しては検査を実施
するが、業務として人と接する機会が少ない従業員や
在宅勤務の従業員に対しては検査を実施しないという
判断基準は合理的である。業務上の理由を伴わない選
定基準は差別的行為とみなされるリスクを高めること
になる。

８．新しい社内規程や手続きの作成は必要か？
会社は従業員の健康と安全に配慮した職場を確保

するために必要な措置を講じる必要があり、新しい通
常に対応するために既存の社内規定や手続きの改定を
求められることが想定される。規定に含まれる事項と
しては次のようなものが挙げられる。

・出勤や欠勤、在宅勤務
・有給休暇、病気休暇などの休暇
・勤務時間（勤務開始・終了時刻、休憩、フレック

ス、時差勤務、等）
・出勤時間の記録手順を含む時間管理
・出張や個人旅行を含む旅行
・ITシステム等の使用

また、社内規定の改定や新しい法令に対応するにあ
たり、会社の内部システムが適切であるかを社内ITや
情報セキュリティーチームと確認されたい。

９．会社の取締役として対応すべきことは？
取締役は新型コロナウイルス禍における信認義務に

注意すべきである。取締役は忠実義務があることから、
会社や株主の最大利益のために誠実に行動することが
求められ、これら義務に違反した場合は責任を負わさ
れる可能性がある。従業員を職場復帰させる際の取締
役の信認義務に関するリスクを軽減させるには、取締
役会が会社経営陣と積極的に関わりを持ち、取締役会
がしっかりと監督機能を果たすことが望ましい。また、
各種法令や規制の変化を把握し、場合によっては取締
役の信認義務を果たすための専門的な助言を求められ
たい。

実際には、新型コロナウイルスで死亡した従業員に
関して、その遺族による訴訟が米国ではすでに数件起
きている。訴状によると、会社は多数の従業員に新型
コロナウイルスの症状があったことを知っていながら、
他の従業員を守るための策を何ら講じなかったとして
いる。さらに原告は、被告である会社は大型小売店で
あり、来店客数の多さから当該小売店内にいる人は感
染および感染者との濃密接触に関して極めて高いリス
クがあったことを認識しているべきであったと主張し
ている。

これら訴訟が原告側の勝訴となるかは不明だが、会
社側に不利な状況を作らないためにも政府や保健機
関、その他地域当局の各種ガイドラインを順守し、最
大限に新型コロナウイルスから従業員を守る措置を講
じることが推奨される。

注１： 本稿作成時である2020年７月８日現在における事務所名。
注２：両名ともGreenberg Traurig, LLPのCOVID-19 Task Forceに所属。
注３：本稿の情報に関しては正確性の確保に努めていますが、その情報に

関していかなる保証もするものではありません。特に新型コロナウイ
ルスに関連するガイドラインや規制は日々変化しており、必ず最新情
報を確認してください。また、本稿は具体的事項に対する法的アド
バイスを意図するものではなく、具体的な法律事項については、別途
弁護士にご相談ください。
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次回の寄稿では、本稿に関するアップデートを予定していま
すが、個別の質問やコメントにも可能な限り対応させていた
だきます。以下までご連絡ください。
� 小林 英二｜kobayashie@gtlaw.com


